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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 56,116 △23.3 5,024 △38.1 5,121 △31.3 1,068 △47.6

23年3月期 73,131 12.4 8,113 37.4 7,459 26.1 2,039 △47.5

（注）包括利益 24年3月期 1,178百万円 （△13.8％） 23年3月期 1,367百万円 （△69.9％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 17.03 ― 2.2 7.4 9.0
23年3月期 32.45 ― 4.2 10.9 11.1

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 70,809 50,195 67.0 761.54
23年3月期 66,813 50,552 72.0 765.36

（参考） 自己資本   24年3月期  47,468百万円 23年3月期  48,104百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 9,513 △8,511 160 7,583
23年3月期 6,692 △7,476 △1,097 6,427

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 10.00 ― 7.50 17.50 1,099 53.9 2.3
24年3月期 ― 10.00 ― 5.00 15.00 940 88.1 2.0

25年3月期(予想) ― 10.00 ― 10.00 20.00 32.8

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 28,000 △12.4 2,500 △7.9 2,400 △0.5 1,400 △14.6 22.46
通期 63,000 12.3 6,300 25.4 6,100 19.1 3,800 255.8 60.96

simkeiri
新規スタンプ



※  注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無

② ①以外の会計方針の変更  ： 有

③ 会計上の見積りの変更  ： 有

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 62,331,499 株 23年3月期 62,954,924 株

② 期末自己株式数 24年3月期 623,425 株 23年3月期 103,699 株

③ 期中平均株式数 24年3月期 62,682,245 株 23年3月期 62,851,315 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 40,131 △25.7 1,582 △25.7 2,330 14.6 267 ―

23年3月期 54,033 9.4 2,130 40.2 2,033 △17.4 △222 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 4.26 ―

23年3月期 △3.53 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 49,386 33,278 67.4 533.89
23年3月期 49,106 34,684 70.6 551.84

（参考） 自己資本 24年3月期  33,278百万円 23年3月期  34,684百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績
予想のご利用にあたっての注意事項等については、４ページ「1.経営成績1-（1）経営成績に関する分析」をご参照下さい。 
（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 
決算補足説明資料は、平成24年4月25日（水）に当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績 

 １－（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災による市場の低迷やサプライ

チェーンの混乱からの回復を示しながらも、かつてない水準の円高や欧州債務危機の懸念、

米国経済の不調、レアアースをはじめとする原材料価格の高騰、タイ国大洪水、更には高

成長を継続してきた中国経済に減速感が見られるなど、厳しい経営環境が続きました。 

こうした情勢の中、当社グループは、主力事業であるカメラ分野では、小型・軽量なが

ら高画質撮影を可能にして急速に普及が進んでいるノンレフ（ミラーレス）・タイプをはじ

め、好調に推移しているデジタル一眼カメラ向け製品、拡大の一途を辿るスマートフォン

向け製品等の展開を図り、売上の伸長に注力してまいりました。 

同時に今後の成長市場である“省エネ・エコ”、“安心・安全”、“健康・医療”などの分

野へ“ハーフプライス”、“軽薄短小”といったマーケット・ニーズに応え得る競争力のあ

る製品を開発し、新規参入に努めるなど、事業領域の拡大に向けた取り組みを進めており

ます。 

しかしながら 10 月のタイ国大洪水により、当社連結子会社（日本電産コパル・タイラン

ド株式会社）の工場棟浸水による一時的な操業停止や、被災された顧客からの納期延伸要

請等もあり、業績に大きく影響を受けました。 

こうした中、今まで以上に部品内製化や購入部材のコストダウン等による材外費率の改

善、自働化・省人化等の生産性改善といった活動の継続はもとより、国内外事業所の機能

再編・統合、新興国をはじめとするグローバル営業体制の構築を進めてまいりました。更

に第 4 四半期においては、今後の収益確保が困難と判断されるコンパクト・デジタルカメ

ラ用レンズユニット事業の廃止を決定し、その経営資源を売上および収益性の拡大が期待

できるデジタル・オプティカルユニット（ＤＯＵ）製品へシフトするなど、抜本的な事業

構造改革、成長戦略の加速に努めております。 

 この結果、当社グループの当連結会計年度における売上高は前期比 23.3％減の 561 億 

16 百万円、営業利益は 50 億 24 百万円（前期比 38.1％減）、経常利益 51 億 21 百万円（同

31.3％減）、当期純利益はタイ国大洪水による災害損失やコンパクト･デジタルカメラ用レ

ンズユニット事業の廃止に伴う事業整理損等もあり、10 億 68 百万円（同 47.6％減）とな

りました。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

光学電子機器関連事業 

光学機器関連は、第 1 四半期に東日本大震災による消費者の買い控えや生産活動におけ

るサプライチェーンの寸断等がカメラ業界にダメージを与え、当社グループもその影響を

受けましたが、第 2 四半期にはノンレフ（ミラーレス）一眼カメラ製品を中心に再び伸長

に転じ、コンパクト型カメラ用シャッターも手ぶれ補正ユニット搭載タイプ等が堅調に推

移しております。しかしながら、第 3 四半期は、タイ国大洪水によって現地工場も操業を

停止するに至りました。早期に代替地や被災した現地工場での生産を再開しましたが、洪

水被害は当社グループの主要顧客、サプライヤーにも及び、これらの影響もあって大幅売

上減となりました。第 4 四半期は、タイ国水害からの復旧が進み、3 月にはほぼ水害前の

生産能力まで回復しております。 
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光学映像関連は、前期末の特殊レンズユニットおよび当期末のコンパクト型デジタルカ

メラ用レンズユニットの事業撤退に伴う商量減により、当分野の既存製品群の売上は前年

同期比大幅減となりました。一方、デジタル・オプティカルユニット（DOU）関連につき

ましては、第 2 四半期はデジタル一眼カメラ用交換レンズユニットが伸長しております。

しかし第 3 四半期以降は、タイ国大洪水の直接・間接影響によるデジタルカメラ関連製品

の生産減により売上減となりました。なお、次期以降のビジネス・ポートフォリオ転換に

資する製品の営業活動は急ピッチで進めております。 
電子機器関連は、第 1 四半期に東日本大震災に伴う生産遅延や消費の低迷により、携帯

電話用振動モーター、デジタルカメラ用ズームモーターが販売減となりました。しかしな

がら、第 2 四半期に入り携帯電話、デジタルカメラ両市場の回復傾向が顕著となり、特に

海外大手携帯電話メーカーにおける増産の動き、デジタルカメラ市場の復調に伴う受注復

活など、商量が急回復いたしました。第 3 四半期は、タイ国大洪水の影響によりデジタル

カメラ用ズームモーターの一部生産に影響が出たものの、携帯電話用振動モーターの堅調

な需要に支えられ、販売増となっております。第 4 四半期は、デジタルカメラ用ズームモー

ターが洪水影響から脱し大幅増加しましたが、携帯電話用振動モーターやブルーレイディ

スク向けステッピングモーターの需要減等により売上減となりました。 
   部品関連につきましては、第 2 四半期まではコンパクト型デジタルカメラ向け製品の需

要の伸び悩みと価格下落で苦戦する一方、市場が拡がりを見せているデジタル一眼カメラ

用製品（ノンレフ一眼含む）のボディーマウント、レンズマウント、切削鏡筒部品等の販

売が好調に推移いたしました。しかし第 3 四半期以降は、タイ国大洪水の影響でメーカー

各社からの発注量の見直しや納期延伸要請等もあり、売上減となりました。 
金型関連につきましては、タイ国大洪水からの復興需要等もあり、一部で販売が増加し

ましたが、新興国メーカーとの価格競争が一段と激化するなど、市場環境の厳しさを受け

て、売上減となりました。 

     この結果、光学電子機器関連事業の売上高は前期比26.1％減の 501億 69百万円となり、

営業利益（全社費用等控除前）は前期比 32.2％減の 68 億 72 百万円となりました。 

 

   システム機器関連事業 

   システム機器関連は、期前半はスマートフォン関連の設備投資需要に支えられて好調に

推移しました。第 3四半期以降は半導体・液晶テレビ等の需要減もありましたが、工作機

械関係が堅調に推移したことから、全体の売上は増加いたしました。 

     この結果、システム機器関連事業の売上高は前期比 12.6％増の 59 億 46 百万円となり、

営業利益（全社費用等控除前）は前期比 20.6％増の 4億 81 百万円となりました。 

 

今後の見通しにつきましては、ユーロ圏の金融危機に一定の歯止めがかかり、米国経済

も回復傾向を示し、またタイ国大洪水からの復興が進むなど幾分の明るい兆しがあるもの

の、原油高によるエネルギー価格の高騰、夏季の電力供給懸念、中国をはじめとする新興

国景気の減速、アジア諸国での労務費高騰、更に依然としてデフレ経済からの脱却が進ま

ぬ状況を鑑みれば、経営環境はいましばらく予断を許さぬ状況が続くものと思われます。 

こうした中で当社グループは、厳しい経済情勢においても健全な事業運営を可能とする

経営基盤の強化と持続的成長を目指し、ビジネス・ポートフォリオの転換、事業構造改革

等の課題に取り組んでまいります。 
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     なお、次期の業績見通しにつきましては、連結売上高 630 億円、連結営業利益 63 億円、

連結経常利益 61 億円、連結当期純利益 38 億円を予想しております。 

為替相場につきましては、引き続き極めて不安定な状況下にありますが、次期の為替

レートは計画上 80 円／1米ドルと想定しております。 

 

次期セグメントの見通しは次のとおりであります。 

 

光学電子機器関連事業 

     光学機器関連は、当連結会計年度に事業廃止したコンパクト・デジタルカメラ用レンズ

ユニット事業の経営資源をデジタル・オプティカルユニット（ＤＯＵ）製品へシフトし、

今後の大きな成長性が見込まれる一眼カメラ、スマートフォン向け光学製品、車載・監視

等のカメラ製品の強化に努めます。 

     電子機器関連は、ベトナムの 2 工場での増産体制を確立させ、かつ成長地域へグローバ

ル営業戦略を展開し、スマートフォン、タブレット端末およびデジタルカメラ市場等へ向

けて新製品のコアレスモーターはじめ各種モーター製品の商量拡大を進めております。ま

た、パワー系モーターの投入や医療、セキュリティー、産業機器市場向け新製品開発にも

注力してまいります。 

部品・金型関連では、ベトナム工場におけるコンパクト・デジタルカメラ用金属外装品

の生産能力を増強し、中国工場との 2拠点体制によって顧客ニーズに合わせた最適地生産

を加速します。また、今後も成長が期待できる一眼カメラ向け、特にノンレフ（ミラーレ

ス）一眼カメラの金属外装やボディーマウント、レンズマウント、鏡筒等の切削分野での

商量拡大を目指してまいります。同時にスマートフォン、車載、“省エネ・エコ”、“安心・

安全”、“健康・医療”などの分野を主体に新市場への積極的な展開を図ってまいります。 

 

   システム機器関連事業 

     システム機器関連につきましては、東日本大震災およびタイ国大洪水に関係した復興需

要に伴う産業界の設備投資の動向を注視しつつ、工作機械関連・実装機関連製品の拡大を

図ります。同時にスマートフォン関連の設備投資需要も堅調に推移することが見込まれ、

液晶関連製造装置での売上も確保してまいります。また新製品として昨年プレスリリース

した世界初の溶融カラープリンターの市場投入によって業務用プリントビジネスの更な

る拡大を目指し、中国をはじめとする新興国を中心にグローバル拡販に努めるなど、当社

の強みである光学技術、画像処理技術等を応用した製品の展開を進めてまいります。 

 

   〈 業績の予想に関する注意事項 〉 

     この資料に記載されております業績等の予想数字につきましては、現時点で得られた情

報にもとづいて算定しておりますが、多分に不確定な要素を含んでおります。 

     従いまして、実際の業績等は、業況の変化などによりこの資料に記載されている予想と

は大きく異なる場合がありますことをご承知おきください。 
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１－（２）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

(資産の部) 

当連結会計年度末の流動資産は、現金及び預金の増加等により、前連結会計年度末に比

べて 13 億 34 百万円増の 370 億 17 百万円となりました。固定資産は、生産設備等の購入

等により、前連結会計年度末に比べて26億 61百万円増の337億 92百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて 39 億 96

百万円増加し、708 億 9 百万円となりました。 

(負債の部) 

流動負債は、支払手形及び買掛金の増加や親会社からの借入金等により、前連結会計年

度末に比べて 47 億 56 百万円増の 191 億 10 百万円となりました。固定負債は、前連結会

計年度末に比べて 4億 1百万円減の 15 億 3 百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて 43 億 54

百万円増加し、206 億 14 百万円となりました。 

(純資産の部) 

純資産は、当期純利益 10 億 68 百万円の計上がありましたが、自己株式の取得やその他

有価証券評価差額金の影響等もあり、前連結会計年度末に比べて 3 億 57 百万円減の 501

億 95 百万円となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は 75 億 83 百万円となり、前連結会計年度末と

比較して 11 億 55 百万円の増加となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益 17 億 59 百万円に加え

て、減価償却費、事業整理損失等の計上や災害による保険の受取りにより、たな卸資産の

増加があったものの、95 億 13 百万円の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、生産設備など固定資産の取得による支出等によ

り、85 億 11 百万円の減少となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加により、配当金の支払

等があったものの、1億 60 百万円の増加となりました。 

 

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、下記の通りであります。 

 平成 20 年

3月期 

平成 21 年

3月期 

平成 22 年

3月期 

平成23年

3月期 

平成 24 年

3月期 

自己資本比率 67.9% 76.5% 69.0% 72.0% 67.0%

時価ベースの自己資本比率 109.4% 69.0% 119.5% 94.4% 95.1%

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率 －% 21.6% 7.5% 11.9% 27.1%

インタレスト・カバレッジ・レシオ 381.9 443.4 443.6 395.1 614.5

自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 
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（注 1）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注 2）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注 3）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しています。 

（注 4）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全

ての負債を対象としております。 

 

１－（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

     株主配当につきましては、株主への利益還元を充実させていくことを経営上の重要課題

の一つとして位置づけており、「業績に対応した配当」を行うことを基本としつつ、配当

性向や今後の事業展開に備えるための内部留保の充実に加え、安定性・継続性などを勘案

して決定する方針を採っております。この方針に基づき、当期末の配当金は、当期業績を

総合的に勘案し、1株当たり 5円を予定しております。当期は 1株当たり 10 円の中間配当

を実施しておりますので、これにより年間配当金は 1 株当たり 15 円となります。なお、

次期の配当金につきましては年間 1株当たり 20 円を予定しております。 

 

 

２．経営方針 

２－（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、独創的かつ高度な精密加工技術、製品開発力、生産技術力を通じて主

力マーケットであるカメラ業界や通信機器業界に加え、今後の成長性が期待できるテーマ

性をもった産業分野に価値ある技術・製品を提供し、顧客の利便性向上、更には社会貢献

を果たすことによって、高成長、高収益、高株価を実現する企業を目指すことを基本方針

としております。 

全社にわたって基本方針を徹底させるとともに、企業価値を極大化すべく、次の理念を

もって経営に努めてまいります。 

①キャッシュ・フロー重視 

②ビジネス・ポートフォリオの転換加速（高い成長性のある市場への転進） 

③グローバル事業展開（特に新興国市場向け販売ネットワークの構築、斬新かつ高度な

技術力、事業推進スピードの加速、人的資源の育成強化等） 

 

２－（２）目標とする経営指標 

   当社グループは、高成長と高付加価値の指標として、「売上高」と「営業利益率」を重視

しております。 

   売上高では 1,000 億円、営業利益率は安定した投資活動（キャッシュフローの確保）を

行っていくために 10％以上を目標としてまいります。 

  なお、平成 24 年 3 月期は、東日本大震災やタイ国大洪水からの復興に時間を費やした為、

目標到達年度を平成 26 年度に変更しています。 
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２－（３）中長期的な会社の経営戦略 

    当社グループは、現在および今後の世界市場の動向、わが国の製造業を取り巻く環境変

化に対応し、以下の主たる成長戦略を加速させてまいります。 

①事業部門別戦略 

光学機器部門は、タイ工場の設備一新を機に祖業であるカメラ事業の更なる発展（深掘

りと周辺市場開拓）で一段の飛躍を目指します。 

レンズ関連製品では、デジタルカメラ市場において、高機能が求められる交換レンズ製

品に特化するとともに、今後中長期的に成長の見込めるモバイル機器・セキュリティー・

産業機器・車載機器市場等に向けてデジタル・オプティカルユニット（ＤＯＵ）の新製品

やシステム製品を積極展開してまいります。 

なお、本年 4月 1日付にて光学機器部門（デジタルカメラ用シャッター等）と光学映像

部門（レンズ関連製品等）を統合いたしました。両部門統合により、開発製品の早期拡大

に向け機動的かつ効率的に進めてまいります。 

電子機器部門では、振動モーターは、高付加価値の新製品開発によるマーケットシェア

の大幅アップ、複合モーター（モーターにギアとセンサー等を組み合わせたユニット製品）

については、デジタルカメラや産業機器市場での拡大、更にパワー系モーター製品等を

テーマ性のある成長市場に積極展開いたします。 

部品部門は、デジタルカメラ等の金属外装品と一眼カメラ用切削部品（鏡筒・マウント）

の商量拡大と同製品の周辺部品の深掘りを図る一方、精密金型から表面処理・組立までの

一貫生産体制の強みを生かし、“エコ・省エネ”、“安心・安全”、“健康・医療”といった、

今後の成長が期待できる新市場への参入を目指します。 

システム機器部門は、搬送技術、大型設備製造技術、プリンティングおよびセンシング

技術等を活用して、新たに工作機械市場や新興国向け業務用カラープリンター、セキュリ

ティー関連製品等への進出・事業化を進めてまいります。 

  ②Ｍ＆Ａ戦略 

各事業部門別戦略の早期実現のため、Ｍ＆Ａによる事業規模拡大や競争力強化、技術獲

得等を視野に入れた戦略を構築してまいります。 

  ③拠点戦略 

国内外事業所の在るべき体制を再検討し、特に海外生産拠点の機能を強化すると同時に、

グローバル・セールスネットワークの拡充を図ります。 
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２－（４）会社の対処すべき課題 

①ビジネス・ポートフォリオの転換 

更なる事業拡大のためには既存ビジネスの拡充とともに、新たな技術・製品をもっ

て新市場・新顧客を開拓することが必須であり、当社の特徴であるオプトメカトロニ

クス技術をベースに、新たな差別化技術の開発を進め、成長市場への新規参入および

商量アップを目指します。同時に品質革新の遂行、部品内製化や省力化・合理化によ

る付加価値の向上や原価改善策を徹底推進し、マーケット状況に柔軟に対応できる生

産体制の再整備等に取り組んでまいります。 

 ②企業構造改革の加速 

         昨今の韓国、中国、台湾企業の台頭には目覚しいものがあり、グローバル競争は激

しさを増す一方です。また、新興国市場で成功している製品は概してローエンドから

ミドルエンド価格帯に属していることから、こうした状況に打ち勝っていくために当

社グループでは企業構造の改革を加速いたします。すなわち、国内体制はスリム化し、

製造部門のみならず、開発・設計、生産技術、品質管理等の機能をも海外拠点へ移管

し、海外拠点を拡充・強化することで、コストやスピード面でもアジア勢との競争に

勝てる企業構造の構築に努めてまいります。 

     ③グローバル営業体制の拡充と人材育成 

 新興国を中心に今後の伸長が確実視される国・市場、成長企業の所在地に営業拠点を 

設置し、グローバル・セールスネットワークの拡充を図ります。 

こうした戦略を実現するために能力・知見に富む人材の積極的な採用・登用、実力実 

績主義に基づいた人事制度・教育プログラムの充実化によって世界を舞台に活躍できる

社員を育成し、国籍・性別・キャリアを問わずステップアップできる企業風土の醸成、

組織の活性化を進めてまいります。 
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３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,778 7,583

受取手形及び売掛金 17,557 15,924

電子記録債権 － 114

商品及び製品 493 906

仕掛品 5,899 5,537

原材料及び貯蔵品 3,158 3,696

繰延税金資産 1,720 1,685

関係会社預け金 649 －

その他 427 1,572

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 35,682 37,017

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,676 5,701

機械装置及び運搬具（純額） 6,701 8,467

工具、器具及び備品（純額） 4,031 3,804

土地 3,655 3,608

リース資産（純額） 277 211

建設仮勘定 2,426 4,132

有形固定資産合計 22,768 25,926

無形固定資産 237 226

投資その他の資産   

投資有価証券 2,416 2,067

出資金 58 56

繰延税金資産 337 252

前払年金費用 5,207 5,163

その他 103 100

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 8,124 7,639

固定資産合計 31,130 33,792

資産合計 66,813 70,809
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,611 11,738

短期借入金 400 2,248

リース債務 149 154

設備関係未払金 1,053 1,883

未払法人税等 424 316

賞与引当金 753 504

その他 1,961 2,264

流動負債合計 14,354 19,110

固定負債   

リース債務 249 178

繰延税金負債 920 579

退職給付引当金 557 562

債務保証損失引当金 17 17

負ののれん 36 34

その他 123 132

固定負債合計 1,905 1,503

負債合計 16,260 20,614

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,080 11,080

資本剰余金 12,524 12,524

利益剰余金 26,602 26,571

自己株式 △167 △603

株主資本合計 50,040 49,572

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 304 167

為替換算調整勘定 △2,241 △2,272

その他の包括利益累計額合計 △1,936 △2,104

少数株主持分 2,448 2,727

純資産合計 50,552 50,195

負債純資産合計 66,813 70,809
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 73,131 56,116

売上原価 59,078 45,256

売上総利益 14,052 10,859

販売費及び一般管理費 5,939 5,834

営業利益 8,113 5,024

営業外収益   

受取利息 10 18

受取配当金 52 57

負ののれん償却額 2 2

固定資産賃貸料 46 56

助成金収入 14 323

その他 114 76

営業外収益合計 240 534

営業外費用   

支払利息 17 15

為替差損 677 18

固定資産賃貸費用 5 11

一時帰休労務費 162 371

その他 31 20

営業外費用合計 894 437

経常利益 7,459 5,121

特別利益   

固定資産売却益 28 61

固定資産受贈益 － 145

貸倒引当金戻入額 10 －

償却債権取立益 146 －

受取保険金 － 5,760

その他 0 0

特別利益合計 185 5,968

特別損失   

固定資産除売却損 305 121

固定資産圧縮損 － 145

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 32 －

ＰＣＢ撤去費用 13 －

災害による損失 485 6,294

事業整理損 3,521 2,388

事業構造改善費用 － 381

特別損失合計 4,359 9,331

税金等調整前当期純利益 3,285 1,759

法人税、住民税及び事業税 1,187 616

法人税等還付税額 △27 △208

法人税等調整額 △515 △12

法人税等合計 644 395

少数株主損益調整前当期純利益 2,641 1,363

少数株主利益 601 295

当期純利益 2,039 1,068
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 2,641 1,363

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △209 △137

為替換算調整勘定 △1,064 △48

その他の包括利益合計 △1,274 △185

包括利益 1,367 1,178

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 943 899

少数株主に係る包括利益 423 278
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 11,080 11,080

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,080 11,080

資本剰余金   

当期首残高 12,524 12,524

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,524 12,524

利益剰余金   

当期首残高 25,820 26,602

当期変動額   

剰余金の配当 △1,257 △1,099

当期純利益 2,039 1,068

当期変動額合計 782 △31

当期末残高 26,602 26,571

自己株式   

当期首残高 △167 △167

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △435

当期変動額合計 △0 △435

当期末残高 △167 △603

株主資本合計   

当期首残高 49,257 50,040

当期変動額   

剰余金の配当 △1,257 △1,099

当期純利益 2,039 1,068

自己株式の取得 △0 △435

当期変動額合計 782 △467

当期末残高 50,040 49,572
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 514 304

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △209 △137

当期変動額合計 △209 △137

当期末残高 304 167

為替換算調整勘定   

当期首残高 △1,354 △2,241

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △886 △31

当期変動額合計 △886 △31

当期末残高 △2,241 △2,272

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △839 △1,936

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,096 △168

当期変動額合計 △1,096 △168

当期末残高 △1,936 △2,104

少数株主持分   

当期首残高 2,024 2,448

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 423 278

当期変動額合計 423 278

当期末残高 2,448 2,727

純資産合計   

当期首残高 50,443 50,552

当期変動額   

剰余金の配当 △1,257 △1,099

当期純利益 2,039 1,068

自己株式の取得 △0 △435

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △672 109

当期変動額合計 109 △357

当期末残高 50,552 50,195
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 3,285 1,759

減価償却費 3,987 3,363

負ののれん償却額 △2 △2

受取保険金 － △5,760

災害損失 485 6,294

事業整理損失 3,521 2,388

事業構造改善費用 － 381

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 32 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） △862 1

その他の引当金の増減額（△は減少） △50 △246

受取利息及び受取配当金 △63 △76

支払利息 17 15

固定資産除売却損益（△は益） 276 60

売上債権の増減額（△は増加） 1,866 1,503

たな卸資産の増減額（△は増加） △934 △5,393

未収入金の増減額（△は増加） △3 △188

仕入債務の増減額（△は減少） △3,485 1,332

未払金の増減額（△は減少） 66 101

破産更生債権等の増減額（△は増加） 946 －

その他 △252 △905

小計 8,852 4,630

利息及び配当金の受取額 63 76

利息の支払額 △16 △15

法人税等の支払額 △2,115 △756

法人税等の還付額 △91 299

保険金の受取額 － 5,279

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,692 9,513
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △7,493 △8,538

固定資産の売却による収入 45 26

貸付金の回収による収入 0 0

その他 △28 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,476 △8,511

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,848

自己株式の取得による支出 △0 △435

セール・アンド・リースバックによる収入 277 －

リース債務の返済による支出 △117 △151

配当金の支払額 △1,257 △1,099

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,097 160

現金及び現金同等物に係る換算差額 △323 △7

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,204 1,155

現金及び現金同等物の期首残高 8,632 6,427

現金及び現金同等物の期末残高 6,427 7,583
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 該当事項はありません。 

  

  １．連結の範囲に関する事項 

    (1）連結子会社数 12社 

     主要な連結子会社の名称 

      日本電産コパル精密部品㈱ 

      日本電産コパル・タイランド㈱ 

      日本電産科宝（浙江）有限公司 

          日本電産コパル・ベトナム会社 

          日本電産コパル精密・ベトナム会社 

          日本電産コパル・マレーシア㈱ 

      日本電産コパル・フィリピン㈱ 

      科宝光電機器（上海）有限公司 

      米国日本電産コパル㈱ 

      日本電産科寶（香港）有限公司 

      コパル・ヤマダ㈱ 

      コパル・ヤマダ ベトナム会社 

       

   (2）主要な非連結子会社の名称等 

     主要な非連結子会社 

      ㈱コパル研究所他 

     （連結の範囲から除いた理由） 

      非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産・売上高・当期純損益（持分に見合う額）及び 

        利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで 

        あります。  

  

  ２．持分法の適用に関する事項 

    (1）持分法適用の関連会社数 －社 

   (2) 非連結子会社㈱コパル研究所他に対する投資については、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に 

      及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法を適用せず原価法により評価 

      しております。 

  

  ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

    日本電産科宝（浙江）有限公司及び科宝光電機器（上海）有限公司の決算日は12月31日であります。 

  連結財務諸表の作成に当たって、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しておりま 

  す。 

  

  ４．会計処理基準に関する事項 

   (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

    イ 有価証券 

    （イ）満期保有目的の債券 

       償却原価法（定額法）を採用しております。 

    （ロ）その他有価証券 

      時価のあるもの 

       決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は 

          移動平均法により算定）を採用しております。 

      時価のないもの 

       移動平均法に基づく原価法を採用しております。 

(5)継続企業の前提に関する注記

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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    ロ たな卸資産 

    （イ）製品・原材料・仕掛品 

       当社及び国内連結子会社は総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

          簿価切り下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は移動平均法による低価法を採用し 

     ております。 

   （ロ）貯蔵品 

      当社及び国内連結子会社は最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に 

     基づく簿価切り下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は最終仕入原価法による低価 

     法を採用しております。 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

     当社及び連結子会社は定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建物及び構築物     3年～65年 

     機械装置及び運搬具   5年～10年 

     工具、器具及び備品   2年～20年 

    （会計方針の変更） 

     従来、当社及び国内連結子会社の有形固定資産の減価償却方法は、主として定率法を採用（ただ 

    し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）は定額法）によっておりましたが、 

    当連結会計年度より定額法に変更しております。これは、国内工場の主な役割がこれまでの量産を主 

    とした生産工場から、海外生産拠点への技術支援を主とする生産支援機能へシフトしているためで 

    す。これにより国内設備の汎用化、使用状況の平準化等が進み、投資の効果や収益貢献が安定的に 

    発生することが見込まれます。 

     また、国内への設備投資も本社の新家屋等、サービスセンター機能への投資が中心となるため、 

    使用可能期間にわたり取得原価を均等に期間配分することで、より適正な費用と収益の対応を図り、 

    経営実態を的確に反映させるものであります。 

     この結果、従来の方法によった場合に比べて減価償却費は481百万円減少し、営業利益は470百万 

    円、経常利益及び税金等調整前当期純利益は481百万円、それぞれ増加しております。 

   ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法を採用しております。 

   ハ リース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  (3）重要な引当金の計上基準 

   イ 貸倒引当金 

     売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

    懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   ロ 賞与引当金 

     従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお 

    ります。 

   ハ 退職給付引当金 

     従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の 

    見込額に基づき、退職給付引当金または前払年金費用を計上しております。 

     数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 

    年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお 

    ります。 

     過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額 

    法により処理しております。 

   ニ 債務保証損失引当金 

     債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を個別に勘案し、損失負担見込額を計 

    上しております。 
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  (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

     外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として 

    処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨 

    に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替 

    換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

   イ ヘッジ会計の方法 

      繰延ヘッジ処理によっております。 

   ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘッジ手段…為替予約 

      ヘッジ対象…外貨建金銭債権・債務 

   ハ ヘッジ方針 

      当社の社内規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。 

   ニ ヘッジ有効性評価の方法 

      ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の 

     累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

  (6）のれんの償却方法及び償却期間 

     のれん及び負ののれん償却については、20年間の定額法により償却を行っております。 

  (7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少 

    なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  (8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   イ 消費税等の会計処理 

      税抜方式によっております。 

  

  

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、「法人税、住民税及び事業税」に含めておりました「法人税等還付税額」は、 

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反 

映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「法人税、住民税及び事業税」に表示していた 

1,159百万円は、「法人税、住民税及び事業税」1,187百万円、「法人税等還付税額」△27百万円として組 

み替えております。 

  

  

  （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

   当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬 

  の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正 

  に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

   

(7)表示方法の変更

(8)追加情報
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 【セグメント情報】  

  １．報告セグメントの概要 

    当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、経営者が、 

   経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま 

   す。  

    当社は製品・サービスについてそれぞれ国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開して 

   いる「光学電子機器関連事業」、「システム機器関連事業」の２つを報告セグメントとしております。  

    「光学電子機器関連事業」は、カメラ用シャッター、レンズユニット及び精密小型モーター等を生産 

   しております。「システム機器関連事業」は、実装機、昇華型プリンター等を生産しております。  

   

  ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

    報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な 

   事項」における記載と概ね同一であります。    

    報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。セグメント間の内部収益及び振替高は市場 

   実勢価格に基づいております。 

   

  ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報  

    前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

                                     (単位：百万円)

    

（注）１.調整額の内容は以下のとおりであります。 

    セグメント利益                      （単位：百万円） 

 ※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社の本社部門及び基礎研究 

  に係る費用であります。 

(9)連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

  光学電子機器 

関連事業 

システム機器 

関連事業 
計 

調整額 

（注） 

連結財務諸表

計上額 

売上高 

  

外部顧客への売上高 

  

セグメント間の内部売上高

又は振替高 

  

67,847

541

5,283

9

73,131

550

－ 

 △550 － 

73,131

計 68,389 5,292 73,681  △550 73,131

セグメント利益 10,139 398 10,538  △2,424 8,113

セグメント資産 51,178 4,500 55,678  11,134 66,813

その他の項目  

  

減価償却費 

  

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 

  

  

  

 

3,700

6,974  

120

56  

3,821

7,031

 

 

 

166

221  

3,987

7,252

セグメント間取引消去  △0

全社費用※  △2,424

合計  △2,424
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    セグメント資産                      （単位：百万円） 

  ※全社資産は、主に親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資 

   産（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

  

    当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

                                     (単位：百万円)

  

（注）１.調整額の内容は以下のとおりであります。 

    セグメント利益                      （単位：百万円） 

 ※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社の本社部門及び基礎研究 

  に係る費用であります。 

    セグメント資産                      （単位：百万円） 

  ※全社資産は、主に親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資 

   産（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

全社資産※  11,547

その他の調整額  △413

合計  11,134

  光学電子機器 

関連事業 

システム機器 

関連事業 
計 

調整額 

（注） 

連結財務諸表

計上額 

売上高 

  

外部顧客への売上高 

  

セグメント間の内部売上高

又は振替高 

  

50,169

782

5,946

0

56,116

782

 

 

－

△782  

56,116

－

計 50,952 5,946 56,898  △782 56,116

セグメント利益 6,872 481 7,353  △2,328 5,024

セグメント資産 52,794 5,646 58,441  12,368 70,809

その他の項目  

  

減価償却費 

  

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 

  

  

  

 

3,196

8,170  

76

43  

3,272

8,214

 

 

 

90

1,264  

3,363

9,478

セグメント間取引消去  △0

全社費用※  △2,328

合計  △2,328

全社資産※  12,994

その他の調整額  △626

合計  12,368
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   ４．報告セグメントの変更等に関する事項 

     事業セグメントの利益又は損失の算定方法の重要な変更 

      当社は「会計方針の変更等」に記載のとおり、当第1四半期連結会計期間から、有形固定資産 

    の減価償却方法について、定率法から定額法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法 

    によった場合に比べて「光学電子機器関連事業」で472百万円セグメント利益が増加し、「システ 

    ム機器関連事業」は５百万円セグメント利益が減少しております。 

  

  

 【関連情報】  

  前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

  １．地域ごとの情報 

   (1）売上高 

                                        (単位：百万円） 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。  

    

   (2）有形固定資産 

                                          (単位：百万円） 

  

  ２．主要な顧客ごとの情報 

                                         （単位：百万円） 

  

  

  当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

  １．地域ごとの情報 

   (1）売上高 

                                        (単位：百万円） 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。  

    

   (2）有形固定資産 

                                          (単位：百万円） 

  

日本 東南アジア その他の地域  合計  

 40,465 30,975 1,689 73,131

日本 東南アジア その他の地域  合計  

 8,611 14,157 0 22,768

 相手先  売上高  関連するセグメント名 

 パナソニック株式会社   10,299
 光学電子機器関連事業 

 システム機器関連事業  

 Nikon (Thailand) Co.,Ltd.    8,512  光学電子機器関連事業 

日本 東南アジア その他の地域  合計  

 32,274 22,674 1,166 56,116

日本 東南アジア その他の地域  合計  

 9,608 16,317 0 25,926
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  ２．主要な顧客ごとの情報 

                                         （単位：百万円） 

  

  

 【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】  

  前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

  当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

  

 【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】  

  前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

                                         （単位：百万円）  

  

    なお、平成22年４月１日以前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高 

   は、以下のとおりであります。 

                                         （単位：百万円） 

    当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

                                         （単位：百万円）  

  

 相手先  売上高  関連するセグメント名 

 Nikon (Thailand) Co.,Ltd.   8,619  光学電子機器関連事業 

  パナソニック株式会社   6,483
 光学電子機器関連事業 

 システム機器関連事業 

  
 光学電子機器 

関連事業  

 システム機器 

関連事業  
 全社・消去  合計 

 当期償却額   2  －  －   2

 当期末残高   48  －  －   48

  
 光学電子機器 

関連事業  

 システム機器 

関連事業  
 全社・消去  合計 

 当期償却額   4  －  －   4

 当期末残高   85  －  －   85

  
 光学電子機器 

関連事業  

 システム機器 

関連事業  
 全社・消去  合計 

 当期償却額   2  －  －   2

 当期末残高   46  －  －   46
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    なお、平成22年４月１日以前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高 

   は、以下のとおりであります。 

                                         （単位：百万円） 

  

 【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】  

  前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

  

  （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお 

       りません。 

     ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。     

    ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

該当事項はありません。  

  
 光学電子機器 

関連事業  

 システム機器 

関連事業  
 全社・消去  合計 

 当期償却額   4  －  －   4

 当期末残高   80  －  －   80

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額  765.36円 761.54円  

１株当たり当期純利益金額 32.45円  17.03円  

 
前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当期純利益（百万円）  2,039  1,068

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円）  2,039  1,068

期中平均株式数（千株）  62,851  62,682

  
前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  50,552  50,195

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 2,448  2,727

（うち少数株主持分）  (2,448)  (2,727)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  48,104  47,468

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数（千株） 
 62,851  62,331

（重要な後発事象）
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４．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,069 496

受取手形 582 569

電子記録債権 － 114

売掛金 14,334 13,239

商品及び製品 239 316

仕掛品 2,548 1,909

原材料及び貯蔵品 1,224 1,242

前払費用 11 30

繰延税金資産 1,539 1,517

関係会社預け金 649 －

関係会社短期貸付金 681 1,673

未収入金 3,996 5,079

その他 14 60

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 26,889 26,247

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,729 2,173

構築物（純額） 277 293

機械及び装置（純額） 847 690

車両運搬具（純額） 1 0

工具、器具及び備品（純額） 386 612

土地 3,252 3,217

リース資産（純額） 184 61

建設仮勘定 96 795

有形固定資産合計 6,774 7,846

無形固定資産   

無形固定資産合計 22 22

投資その他の資産   

投資有価証券 2,406 2,057

関係会社株式 3,864 3,864

出資金 10 10

関係会社出資金 3,870 3,870

関係会社長期貸付金 － 246

前払年金費用 5,207 5,163

その他 59 57

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 15,419 15,269

固定資産合計 22,216 23,138

資産合計 49,106 49,386
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 498 932

買掛金 10,224 10,280

短期借入金 － 1,848

リース債務 121 119

未払金 1,048 630

未払費用 591 860

未払法人税等 35 57

前受金 29 154

預り金 143 136

賞与引当金 560 370

その他 0 0

流動負債合計 13,252 15,390

固定負債   

リース債務 182 62

繰延税金負債 913 576

債務保証損失引当金 17 17

資産除去債務 － 10

その他 55 48

固定負債合計 1,169 717

負債合計 14,422 16,107

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,080 11,080

資本剰余金   

資本準備金 12,524 12,524

資本剰余金合計 12,524 12,524

利益剰余金   

利益準備金 512 512

その他利益剰余金   

配当準備積立金 290 290

別途積立金 7,650 7,650

繰越利益剰余金 2,488 1,656

利益剰余金合計 10,941 10,109

自己株式 △167 △603

株主資本合計 34,379 33,110

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 304 167

評価・換算差額等合計 304 167

純資産合計 34,684 33,278

負債純資産合計 49,106 49,386
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 54,033 40,131

売上原価 48,359 35,021

売上総利益 5,674 5,110

販売費及び一般管理費 3,543 3,528

営業利益 2,130 1,582

営業外収益   

受取利息 15 14

受取配当金 675 722

固定資産賃貸料 189 141

助成金収入 14 257

その他 50 57

営業外収益合計 944 1,192

営業外費用   

支払利息 4 9

固定資産賃貸費用 103 47

為替差損 801 81

一時帰休労務費 129 305

その他 1 0

営業外費用合計 1,041 443

経常利益 2,033 2,330

特別利益   

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 0 －

償却債権取立益 146 －

受取保険金 － 2

特別利益合計 147 2

特別損失   

固定資産除売却損 227 39

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 32 －

ＰＣＢ撤去費用 13 －

災害による損失 344 777

事業整理損 2,220 1,387

特別損失合計 2,839 2,204

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △657 129

法人税、住民税及び事業税 88 68

法人税等還付税額 △10 △104

法人税等調整額 △513 △102

法人税等合計 △435 △138

当期純利益又は当期純損失（△） △222 267
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 11,080 11,080

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,080 11,080

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 12,524 12,524

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,524 12,524

資本剰余金合計   

当期首残高 12,524 12,524

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,524 12,524

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 512 512

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 512 512

その他利益剰余金   

配当準備積立金   

当期首残高 290 290

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 290 290

別途積立金   

当期首残高 7,650 7,650

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,650 7,650

繰越利益剰余金   

当期首残高 3,968 2,488

当期変動額   

剰余金の配当 △1,257 △1,099

当期純利益又は当期純損失（△） △222 267

当期変動額合計 △1,479 △832

当期末残高 2,488 1,656

利益剰余金合計   

当期首残高 12,421 10,941

当期変動額   

剰余金の配当 △1,257 △1,099

当期純利益又は当期純損失（△） △222 267

当期変動額合計 △1,479 △832

当期末残高 10,941 10,109
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △167 △167

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △435

当期変動額合計 △0 △435

当期末残高 △167 △603

株主資本合計   

当期首残高 35,858 34,379

当期変動額   

剰余金の配当 △1,257 △1,099

当期純利益又は当期純損失（△） △222 267

自己株式の取得 △0 △435

当期変動額合計 △1,479 △1,268

当期末残高 34,379 33,110

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 514 304

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △209 △137

当期変動額合計 △209 △137

当期末残高 304 167

評価・換算差額等合計   

当期首残高 514 304

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △209 △137

当期変動額合計 △209 △137

当期末残高 304 167

純資産合計   

当期首残高 36,373 34,684

当期変動額   

剰余金の配当 △1,257 △1,099

当期純利益又は当期純損失（△） △222 267

自己株式の取得 △0 △435

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △209 △137

当期変動額合計 △1,689 △1,405

当期末残高 34,684 33,278

日本電産コパル㈱　（7756）　平成24年3月期　決算短信

- 29 -



(1）役員の異動 

①代表者の異動  

 該当事項はありません。 
  
②その他の役員の異動（平成24年６月20日付） 

新任取締役候補    

  
退任予定取締役 

  
  新任監査役候補 

    
    退任予定監査役 

  
 (2）執行役員の異動（平成24年６月20日付） 

新任執行役員候補 

５．その他

氏 名 新役職名 現役職名 

  

 飯 塚   博 
 取締役執行役員 

 光学機器統轄 

 
 執行役員 

 光学機器統轄 

  

  
  
 渡 辺 修 一 

 
 取締役執行役員 

 管理部門統轄補佐 

 日本電産科寶（香港）有限公司 

 董事長 
  

 執行役員 

 管理部門統轄補佐 

 日本電産科寶（香港）有限公司  

 董事長 
  

  

 佐 藤   明 

  

 取締役 
  

 日本電産㈱ 

 専務執行役員 

氏 名 現役職名 

  

 米 田 敬 智 

  

 
 取締役専務執行役員 

 管理部門統轄 

  

 日 高 光 高 

  

 
 取締役常務執行役員 

 新規事業開発本部長 

  

 小 部 博 志 

  

  

 取締役 

氏 名 新役職名 現役職名 

  

 前 田 孝 一 

  

 監査役 

  

 日本電産㈱ 

 副社長執行役員 

  

 目 崎 八 郎 

  

  

 監査役 

  

 日本電産トーソク㈱ 

 監査役 

氏 名 現役職名 

  

 朝比奈 秀 夫 

  

  

 監査役 

  

氏 名 新役職名 現役職名 

  

 石 原 寛 司 

  

 
 執行役員 

 経営企画部長 

  

 経営企画部長 
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６.連結決算概要 
平成 24 年４月 24 日 

日本電産コパル株式会社 
 

平成 24 年３月期（第 76 期）連結決算概要 
 
１． 連結業績の状況                           （百万円未満切捨て） 

 
当連結会計年度 前連結会計年度 当 第 ４ 四 半 期 前 第 ４ 四 半 期 

自 平成 23 年４月 １ 日 
至 平成 24 年３月 31 日 

対前期
増減率 自 平成 22 年４月 １ 日

至 平成 23 年３月 31 日
自 平成 24 年１月 １ 日
至 平成 24 年３月 31 日

対前年 
同期 
増減率 自 平成 23 年１月 １ 日

至 平成 23 年３月 31 日

百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 百万円
売 上 高 

56,116 △23.3 73,131 13,381 △16.0 15,926

営 業 利 益 
5,024 

(9.0%) △38.1
8,113

(11.1%)
1,605 

(12.0%) 24.6 
1,288

(8.1%)

経 常 利 益 
5,121 

   (9.1%) △31.3
7,459

(10.2%)
1,946 

(14.5%) 55.4 
1,252

(7.9%)
当  期 （ 四 半 期 ） 
純  利  益 

1,068 
(1.9%) △47.6

2,039
(2.8%)

△401 
(△3.0%) △81.3 

△2,142
(△13.5%)

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭１ 株 当 た り 
当期（四半期）純利益 17.03 32.45 △6.37 

 
△34.09

  潜在株調整後１株当たり 
当期（四半期）純利益 －  － － 

 
－

※（ ）内は、対売上高比率 

 
２． 連結財政状態 
 

  当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
百万円 百万円

総 資 産 
70,809 66,813

純 資 産 50,195 50,552
％ ％

自 己 資 本 比 率 
67.0 72.0
円 銭 円 銭１ 株 当 た り 

純 資 産 761.54 765.36
百万円 百万円営 業 活 動 に よ る 

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 9,513 6,692
投 資 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △8,511 △7,476
財 務 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 160 △1,097
現 金 及 び 
現 金 同 等 物 
期 末 残 高 7,583 6,427

 
３． 配当の状況 
 

 第 ２ 四 半 期 末 期 末 合 計

円 銭 円 銭 円 銭
２ ３ 年 ３ 月 期 

7.50 10.00 17.50

２ ４ 年 ３ 月 期 10.00 5.00 15.00

２ ５ 年 ３ 月 期 （ 予 想 ）        10.00 10.00 20.00
 
４．連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 12 社  持分法適用会社数 －社 

＜前期末（平成 23 年３月）比の異動状況＞ 
連結  （新規） －社 （除外） －社  持分法  （新規） －社 （除外） －社 
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